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1 R2.4.14 R2.6.4

・備付書類の（写）平成29年
から令和元年分まで（毎年度
分）
・宗教法人規則認証申請書
（昭和31年○月○日収受）
・宗教法人成立届（昭和32年
○月○日収受）
・代表役員・責任役員変更届
（昭和35年○月○日付提出）
・登記事項変更届
（昭和46年○月○日収受）

57 1 1 1 1 1

（7条2号）
個人に関する情報で特定の個人を識別できるため
（7条3号）
宗教法人の事業活動に関する情報であり、宗教行為
及び進行に関連する情報が含まれているため、公に
することにより当該法人の権利その他利益が損なわ
れると認められるため
（7条4号）
偽造等による犯罪の防止に支障を及ぼすおそれがあ
ると認められるため
（7条6号）
宗教法人の事務運営に関する情報であり、法人が規
則等に従ってその目的に沿った活動を行っているこ
とを諸官庁が把握するために提出を義務付けている
書類を公にすることは、法の趣旨、目的に反するた
め、宗教法人の所管庁への信頼を損ない、宗教行政
の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

2 R2.5.27 R2.6.10
東京都情報公開審査会におけ
る諮問第1090号外49件にかか
わる審議資料・速記録

1

（7条5号）
東京都情報公開審査会の審議は非公開とされてお
り、その性質上、審議資料等が開示されて審議の具
体的内容が公になることとなれば、審議過程におけ
る委員の自由かつ率直な意見の交換と意思決定の中
立性が不当に損なわれるおそれがあるため
（7条6号）
審議途中の未成熟な情報や検討過程の資料の一部の
みが断片的に公になった場合、審査会の判断の正当
性について誤解と混乱を招きかねず、審査会の事務
の遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

生活文化局広
報広聴部情報
公開課

決定区分 （根拠規定）条例7条
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3 R2.4.10 R2.6.9

・平成31年度生活文化局総務
部インターネット接続（プロ
バイダ）契約書
・令和２年度生活文化局総務
部インターネット接続（プロ
バイダ）契約書
・平成31年度生活文化局イン
ターネット接続（プロバイ
ダ）の請求書（2020年3月利用
分）
・開通のご案内（生活文化局
総務部インターネット接続
（回線））
・次回口座振替のお知らせ
（生活文化局総務部インター
ネット接続（回線））（2020
年3月利用分）

15 1
生活文化局総
務部総務課

4 R2.4.10 R2.6.9

・平成31年度東京都公式ホー
ムページ運営用プロバイダ契
約契約書
・令和２年度生活文化局東京
都公式ホームページ運営用プ
ロバイダ契約契約書
・平成31年度東京都公式ホー
ムページ運営用プロバイダ契
約の請求書（2020年3月利用
分）
・開通のご案内（生活文化局
広報広聴部広報課ホームペー
ジ担当（回線））
・次回口座振替のお知らせ
（生活文化局広報広聴部広報
課ホームページ担当（回
線））
・平成31年度シティホールテ
レビ業務用プロバイダ契約契
約書
・令和２年度シティホールテ
レビ業務用プロバイダ契約契
約書
・平成31年度シティホールテ
レビ業務用プロバイダ契約の
請求書（2020年3月利用分）
・開通のご案内（生活文化局
広報広聴部広報課ＣＨＴＶ担
当（回線））
・次回口座振替のお知らせ
（生活文化局広報広聴部広報
課ＣＨＴＶ担当（回線））

26 1
生活文化局広
報広聴部広報
課
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5 R2.6.2 R2.6.16

江戸東京博物館(31)エスカ
レーター改修工事
(1)予定価格調書
(2)しゅん功図

5 1
生活文化局総
務部総務課

6 R2.6.2 R2.6.16
江戸東京博物館(31)エスカ
レーター改修工事
(1)見積書

1 1

（7条2号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きる情報であるため
（7条4号）
偽造等による犯罪の予防のため

生活文化局総
務部総務課

（7条2号（個人情報））
・個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるものであるため
・個人の相談等に関する内容であり、特定の個人を
識別することはできないが、公にすることにより、
なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであ
るため

（7条3号（事業活動情報））
＜苦情・指導・処分等に関する情報＞
・法人その他の団体に関する情報又は事業を営む個
人の当該事業に関する情報であって、公にすること
により、当該苦情・指導・処分等の相手である法人
等が特定され、その結果、当該法人等の名誉、社会
的評価が損なわれるなど、事業者の競争上または事
業運営上の地位が損なわれると認められるため
＜事業者の生産・販売に関する情報等＞
・法人その他の団体に関する情報又は事業を営む個
人の当該事業に関する情報であって、公にすること
により、事業者及びその商品に関する生産技術上及
び販売上の情報等が知られ、その結果、当該法人等
の名誉、社会的評価が損なわれるなど、事業者の競
争上または事業運営上の地位が損なわれると認めら
れるため
＜事業者の生産・販売情報以外で非公開の連絡先等
＞
・法人その他の団体に関する情報又は事業を営む個
人の当該事業に関する非公開の連絡先等の情報で
あって、公にすることにより、事業者に対する不要
な連絡が増加するなど、事業の適正な遂行に支障を
及ぼすおそれがあるため

生活文化局消
費生活総合セ
ンター活動推
進課

・平成３０年度都区市町村消
費生活相談担当職員新任研修
資料
・平成３０年度都区市町村消
費生活相談担当職員研修資料
（第１回から第５回まで）
・平成３１年度都区市町村消
費生活相談担当職員新任研修
資料
・令和元年度都区市町村消費
生活相談担当職員研修資料
（第１回から第５回まで）

R2.6.22R2.3.2 1586 1 1 1 17
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（7条6号（行政運営情報））
＜独立行政法人の事業情報＞
・独立行政法人が行う事業に関する情報であって、
公にすることにより、当法人が消費者政策の企画・
立案、法執行を行う際の着眼点等が事業者等に知ら
れた場合、相談者の誤解や憶測、事業者による悪用
等を招き、結果として政策の有効性が損なわれるな
ど、当該事業の適正な執行に支障を及ぼすおそれが
あるため。また今後、講義者である外部講師から都
に対して専門性・機密性の高い情報の提供を拒ま
れ、専門的助言が得られなくなる可能性があり、今
後実施する研修その他の事業の質の低下につながる
など、消費生活行政の適正な執行に支障を及ぼすお
それがあるため
＜東京都の事業情報＞
・都が行う事業に関する情報として専門的な資格・
知識を有する相談員を対象に提供したものであっ
て、公にすることにより、当センターが相談受付や
あっせん交渉・三者間交渉等を行う際の着眼点等が
相談者や交渉先の事業者等に知られた場合、当事者
の誤解や憶測、事業者による悪用等を招き、結果と
して交渉が不利になるなど、当該事業の適正な執行
に支障を及ぼすおそれがあるため

＜東京都の事業情報で、相談・交渉等における着眼
点等以外のもの＞
・都が行う事業に関する情報として専門的な資格・
知識を有する相談員を対象に提供したものであっ
て、公にすることにより、法令や社会制度等に関す
る精細な解説・論点が相談者や交渉先の事業者に知
られた場合、当事者の誤解や憶測、事業者による悪
用等を招き、結果として交渉が不利になるなど、当
該事業の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあるた
め。また今後、講義者である外部講師から都に対し
て専門性・機密性の高い情報の提供を拒まれ、専門
的助言が得られなくなる可能性があり、今後実施す
る研修その他の事業の質の低下につながるなど、消
費生活行政の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあ
るため
＜裁判所の事業情報＞
・裁判所が行う事務に関する情報であって、公にす
ることにより、具体的な紛争例やその解決手法等の
詳細が第三者に知られた場合、当事者の誤解や憶
測、事業者による悪用等を間抜き、結果として裁判
所の紛争解決制度への信頼が損なわれるなど、裁判
事務の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあるた
め。また今後、講義者である外部講師から都に対し
て専門性・機密性の高い情報の提供を拒まれ、専門
的助言が得られなくなる可能性があり、今後実施す
る研修その他の事業の質の低下につながるなど、消
費生活行政の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあ
るため

・平成３０年度都区市町村消
費生活相談担当職員新任研修
資料
・平成３０年度都区市町村消
費生活相談担当職員研修資料
（第１回から第５回まで）
・平成３１年度都区市町村消
費生活相談担当職員新任研修
資料
・令和元年度都区市町村消費
生活相談担当職員研修資料
（第１回から第５回まで）

R2.6.22R2.3.2 1586 1 1 1 17
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8 R2.6.5 R2.6.19

・令和2年2月28日付31総人職
第1131号都庁における新型コ
ロナウイルス感染症対策につ
いて（通知）
・令和２年２月28日付31総人
職第1131号　都庁における新
型コロナウイルス感染症対策
について（通知）写

10 1
生活文化局総
務部総務課

9 R2.6.12 R2.6.19

2019年度　社会包摂文化芸術
創造発信拠点形成プロジェク
ト事業（以下当事業）に係る
資料
１　当事業主催者である上野
文化の杜新構想実行委員会
（以下委員会）都の議事録全
て
２　委員会と東京都との契約
に係る資料全て（見積書、契
約書、委託書、含む）
３　当事業に係る委託業務の
資料一式および報告書、決算
書等資料一式
４　当事業に係る東京都住民
参画に係る資料一式

1

議事録、当事業に係る東京都住民参画に係る資料は
作成していないため、存在しない。
当事業に関し、実行委員会と契約、委託は行ってい
ないため資料は存在しない。

生活文化局文
化振興部文化
事業課

10 R2.6.23 R2.6.24

特例非営利活動法人○○の平
成27年○月○日付　定款変更
届出書類のうち「定款変更届
出書」「新旧対照表」及び
「定款（１頁目）」

3 1 1
（7条4号）
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

11 R2.6.16 R2.6.30

「都民の声課以外の他部署に
応援を要請した文書」及び
「課内職員に対して、都への
提言・要望等の処理業務を全
員体制で行うことを要請した
文書」

1
当該公文書は実施機関では作成しておらず、存在し
ない。

生活文化局広
報広聴部都民
の声課
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12 R2.6.24 R2.6.30

特定非営利活動法人○○の平
成27年○月○日付「「特定非
営利活動法人設立認証申請」
に係る補正書類」のうち「親
権者同意書」及び「法人運営
に当たっての補足説明（誓約
書）」

2 1 1 1 1

（7条2号）
個人に関する情報で特定の個人を識別できるため
（7条3号）
誓約書作成者の会社名及び代表者との関係に係る情
報は、法人の事業活動を行う上での内部管理に属す
る事項に関する情報であり、公にすることにより、
法人の競争上又は事業運営上の地位が損なわれるた
め
（7条4号）
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課


